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は、精肉業者のテレビ広告に対抗するため、肉食を減らすよう呼びかけるテレビ
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した。ところが、当該放送はテレビで政治的意見を放送することを禁止する 1992
年放送法 3-1条 3項に違反したとして、メディア庁（State Media Authority）が
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は異なる審査方法を採用するに至り、イギリスの判断に強い敬譲を示すことになっ
た。もっとも、これは「対話」の結果ではなく、人権裁判所がイギリスの反発を恐
れ、イギリスに「譲歩」したに過ぎないと見ることもできる。
いずれにせよ、ADI判決によって通信法の規制はひとまず存続することになっ
た。しかしながら、政治広告放送規制の領域で一般的措置の審査が今後定着するか
は依然として不透明であるし、また、ADI判決が下されたからといってイギリス
国内の人権団体や環境保護団体などが納得するとは考え難く、今後も政治広告規制
を巡る議論は継続すると考えられる。そのときADI判決の存在がどのように影響
してくるのか、引き続き今後の動向が注目される。
（明治大学法学部助教）
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